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ファイブスター投信投資顧問株式会社との資本業務提携に関するお知らせ 
 
 

松井証券株式会社（以下「当社」）と、ファイブスター投信投資顧問株式会社（以下「ファイブ

スター」）は、資産運用領域における新たな価値創造に向けて協業すべく、2026 年 7月 28日付で

資本業務提携（以下「本資本業務提携」）に関する契約を締結いたしましたので、お知らせいたし

ます。また、当社は、ファイブスターの既存株主との間で株式譲渡契約を締結することを決議し、

同社の筆頭株主になる予定であることも併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 本資本業務提携の目的・理由 

当社は、「投資をまじめに、おもしろく。」というコーポレート・スローガンのもと、投資に対

して能動的な個人投資家へ投資のアイデアを提供してまいりました。投資の「おもしろさ」を伝

える YouTube チャンネルは、登録者数 97 万人、総再生回数 1.9 億回を超え、業界 No.1 の個人投

資家向け投資情報メディアへと成長し、個人投資家との強固なエンゲージメントを築いています。 

当社は、当メディアを個人投資家への情報提供にとどまらず、より広く活用する可能性を模索

してまいりました。動画コンテンツで紹介された投信への関心が高まり、実際に購入する個人投

資家が増加するなか、当社はこうしたニーズを捉え、運用会社とのタイアップによるポイント還

元増量キャンペーンの実施や、投信の運用方法と合わせて、運用会社の理念や運用姿勢を解説す

る動画配信を通じて、個人投資家に対してアクティブ投信への理解と関心を広げる取り組みを実

施してまいりました。こうした施策は、単なる販売促進にとどまらず、運用会社の運用資産残高

の持続的な拡大にも貢献するものと考えております。今般、この取り組みをさらに発展させるべ

く、ファイブスターとの本資本業務提携に関する契約を締結することといたしました。 

ファイブスターは、「付加価値の高いアクティブ運用を通じて、投資家の中長期的な資産形成に

貢献する」ことを基本理念に、2009年の設立以来、独立系運用会社として着実に成長を続けてい

ます。公募投信ではファンドマネージャーの名前をファンド名に冠し、運用の透明性と責任の所

在を明確にした「MASAMITSU 日本株戦略ファンド」をはじめ、TOB（株式公開買付け）の可能性が

高い銘柄に着目する「TOB ハンター（※1）」、ベトナム関連企業等に投資する「ロータス（※2）」

など、大手運用会社にはない特色のあるアクティブファンドを展開しています。 

本資本業務提携では、ファイブスターのファンドマネージャーが運用哲学や銘柄選定の背景、

市場観を当社の投資情報メディアを通じて積極的に発信することで、「貯蓄から投資」という形式

的な枠にとどまらないお客様の能動的な資産運用を支援するとともに、ファンドの理念や運用姿

勢への認知・理解・共感の広がりを通じて同社の運用資産残高の拡大にも貢献し、両社の強みを

掛け合わせた資産運用領域における新たな価値創造と双方の企業価値向上を実現してまいります。 

 

※1 資本効率向上ファンド 愛称：TOBハンター 

※2 ベトナム・ロータス・ファンド 愛称：ロータス 



 
 

 

2. 本資本業務提携の内容 

（１）業務提携 

当社及びファイブスターは、当社が有する顧客基盤及び業界 No.1 規模の投資情報メディアと、

ファイブスターが有する専門性の高いアクティブ運用力及び商品開発力を組み合わせることによ

る、資産運用領域における事業提携・協業の検討及び実施、その他当事者間で別途合意する項目

の業務提携を行います。 

 

（２）資本提携 

 当社はファイブスターの既存株主との間で締結した株式譲渡契約に基づき、同社普通株式 1,660

株を取得し、筆頭株主となる予定です。 

 

取得前の所有株式数 0株（議決権比率：0％） 
取 得 株 式 数 1,660株（議決権比率：20.95％） 

 

3. 両社の概要 

名 称 松井証券株式会社 
所 在 地 東京都千代田区麹町一丁目 4 番地 
代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員 和里田 聰 
事 業 内 容 金融商品取引法に基づく金融商品取引業 
設 立 年 月 日 1931 年 3 月  

 

名 称 ファイブスター投信投資顧問株式会社 
所 在 地 東京都中央区入船 1-2-9 八丁堀 MF ビル 8 階 
代表者の役職・氏名 代表取締役社長 篠原 直人 

事 業 内 容 投資運用業（投資信託委託業、投資一任業）、投資助言・代理業 
第二種金融商品取引業 

設 立 年 月 日 2009 年 4 月 
 

4. その他 

 今期の当社業績への影響は軽微であると見込んでおります。 

以上 
 
 

 
問合せ先  戦略企画部 広報担当 松井・志垣 電話 03-5216-8692 

 
 
 


